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提案理由 

 平成２７年７月２６日に発生した小型航空機墜落事故により被害を受けた

市民に対して，住宅等の建替え等の資金の貸付けを行い，当該市民の生活再

建を支援するため，提案するものであります。 



 

調布市条例第   号 

 

 

   調布市小型航空機墜落事故による生活再建支援資金貸付条例 

 

 

（目的） 

第１条 この条例は，平成２７年７月２６日に小型航空機が市内に墜落した

事故（以下「本件事故」という。）につき，原因者がいまだ特定されてい

ない状況に鑑み，被害を受けた市民に対し，住宅等の建替え等の調布市小

型航空機墜落事故による生活再建支援資金（以下「資金」という。）を貸

し付けることにより，その生活再建を支援することを目的とする。 

（定義） 

第２条 この条例において「住宅等」とは，本件事故により被害を受け，災

害対策基本法（昭和３６年法律第２２３号）第９０条の２第１項に規定す

るり災証明書により被害の程度が証された住宅（以下「住宅」という。）

及び当該住宅の敷地内にある家財その他の物品で，同様に被害を受けたも

のをいう。 

（貸付対象者） 

第３条 資金の貸付けを受けることができる者は，本件事故により被害を受

けた当時市内に住所を有し，かつ，住宅等を所有していた者とする。 

（貸付限度額） 

第４条 資金の貸付限度額は，予算の範囲内において，次の各号に掲げる区

分に応じ，当該各号に定めるところによる。 

 (1) 住宅の建替え １，５００万円 

(2) 住宅の改修 ５００万円 

(3) 住宅の除却 ２００万円 

(4) 家財その他の物品の買換え等 ２００万円 

（償還のための措置） 

第５条 市長は，規則で定めるところにより，貸し付けた資金の償還を確実



 

にするための措置を講ずるものとする。 

（貸付手続） 

第６条 資金の貸付けを受けようとする者は，市長に申し込まなければなら

ない。 

２ 市長は，前項の規定による申込みを受けた場合において，その内容を審

査のうえ，適当と認めたときは，資金の貸付けに係る消費貸借契約を締結

するものとする。 

（利子） 

第７条 貸付けに係る資金（以下「貸付金」という。）は，無利子とする。 

（償還期間等） 

第８条 貸付金の償還期間は１５年以内とし，そのうち据置期間は５年以内

とする。ただし，資金の貸付けを受けた者（以下「借受者」という。）は,

いつでも繰上償還することができる。 

２ 貸付金の償還方法は元金均等償還とし，半年賦償還又は年賦償還とする｡

ただし，特に必要があると市長が認めたときは，これを変更することがで

きる。 

（償還の猶予） 

第９条 市長は，借受者が災害その他やむを得ない事情により，償還期間の

末日までに貸付金を償還することが困難であると認めたときは，当該貸付

金の償還を猶予することができる。 

（特別償還） 

第１０条 借受者は，住宅等の建替え等に充てることができると認められる

賠償金等の支払を受けたときは，速やかに当該支払を受けた額に相当する

額を償還しなければならない。 

（返還） 

第１１条 借受者は，次の各号のいずれかに該当するときは，貸付金を返還

しなければならない。 

(1) 偽りその他の不正な行為により貸付けを受けたとき。 

(2) 貸付金を目的以外に使用したとき。 

(3) 前２号に掲げるもののほか，市長が貸付金を返還させる必要があると



 

認めたとき。 

（違約金） 

第１２条 借受者は，第８条若しくは第１０条又は前条の規定に違反して償

還又は返還すべき金額を支払わなかったときは，規則で定めるところによ

り，年１０．７５パーセントの割合の違約金を支払わなければならない。 

（委任） 

第１３条 この条例の施行について必要な事項は，規則で定める。 

 

 

附 則 

 この条例は，規則で定める日から施行する。 


